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 近年、国際社会において「集団殺害犯罪の防止及び処罰に関する条約（ジェノサイド条

約）」への関心が高まっている。国際司法裁判所（ＩＣＪ）では、現在、同条約違反の有無

を争う複数の事案が審理されており、特にイスラエルによるガザ攻撃に関しては、同国に

対して「ジェノサイド」を防ぐための措置等をとることの暫定措置命令が出されている。

そうした中、本年（2024年）３月11日に日本人で初めて国際刑事裁判所（ＩＣＣ）の所長

に選出された赤根智子裁判官が、新聞社の取材に、日本がジェノサイド条約を締結してい

ないことは「世界的に見て恥ずかしいこと」「早く国内法整備に取り掛かってもらいたい」

と述べたこと（『産経新聞』３月13日）が注目され、その後、赤根発言を引用する形で同条

約の早期締結を政府に求める国会での質疑や地方議会での意見書の採択が行われている。 

ジェノサイド条約は、第二次大戦中のナチス・ドイツによる組織的なユダヤ人大量虐殺

（ホロコースト）への反省から、1948年に国連総会において全会一致で採択され、1951年

に発効した。特定の人種、民族等の集団への殺害行為等を国際法上の犯罪として禁じ、締

約国に集団殺害の防止や処罰、犯罪人引渡し等を義務付けている。現在、同条約の締約国

は153か国で、先進国の集まりである経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国では日本以外の

37か国は全て条約に加わっている。また、国内の人権状況や少数民族への対応が国際社会

から問題視されることのあるロシア、中国、北朝鮮、ミャンマー等も締約国となっている。 

 このように多くの国が加わっている同条約に日本が未加入の理由について、政府は、同

条約は集団殺害の行為等を国内法により犯罪化することを課しているが、その共同謀議や

扇動を処罰する法律がないことなど、条約上の義務と国内法制の関係を整理する必要があ

り、締結の必要性も含め慎重な検討を行っていると説明してきた。実は政府は70年近くも

条約締結の検討を続けており、既に1957年３月の衆議院外務委員会で当時の岸信介外務大

臣は「いろいろな方面のことを研究している」と答弁している。その後も政府は慎重に検

討を行っているとの答弁を国会で繰り返していたが、本年３月22日の参議院外交防衛委員

会において、上川陽子外務大臣は、ジェノサイド条約の締結に向けて「真剣な検討」を進

めるべく、関係省庁との協議を深めるよう事務方に指示すると答弁した。 

世界的に「ジェノサイド」に関する議論が高まる中、日本がジェノサイド条約を締結し

ていないことは、国際社会から日本は人権保護に関心が低い国との評価を受けるおそれが

ある。政府は条約締結に関して長年の検討を続けているが、日本の刑事法だけが世界的に

見て特異な法体系にあるとは思えず、政治的な判断も行った上で適切な立法措置等を講じ

ることにより、条約と国内法制との整合性を確保することは可能ではないか。赤根ＩＣＣ

所長の言う「世界的に見て恥ずかしい」状況を脱するためにも、上川外務大臣の指示によ

って政府内での検討が進み、日本がジェノサイド条約を早期に締結することが望まれる。 

ジェノサイド条約と日本 
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１．法律案提出の背景 

（１）トラック運送業の現状 

 令和４年の全産業平均における年間労働時間は2,124時間、年間所得は497万円である一

方、トラック運送業では、大型トラックドライバーが2,568時間で477万円、中小トラック

ドライバーが2,520時間で438万円となっており1、他産業に比較して長時間労働、低賃金と

されている。背景には、長い荷待ち時間に加え、荷主の立場が強く、運送事業者からの価

格交渉が難しいこと、荷主から頼まれれば断れず、契約にない運送以外の荷役作業（積卸

 
1 国土交通省「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）」フォローアップ会合（第２回）（令5.8.3）資料１「施

策の進捗状況（ＫＰＩ）」４頁<https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001622815.pdf>

（以下、ＵＲＬの最終アクセスの日付はいずれも令和６年４月11日） 
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し等）や附帯業務（仕分け・ラベル貼り等）を強いられ、長時間拘束される2ことといった

要因があるとされる。その結果、トラック運送に携わろうとする若者等は減少し、担い手

不足が深刻な状況となっている。 

 

（２）トラック運送業の働き方改革 

長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の実現を目指し、平成30年６月には、「働き方改

革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成30年法律第71号）が成立した。同

法により、トラックドライバーについては令和６年４月から、時間外労働が年960時間以内

に制限されることとなった。 

令和元年12月には、厚生労働省の労働政策審議会労働条件分科会に「自動車運転者労働

時間等専門委員会」が設置され、自動車運転者の労働時間等の改善のための基準である「改

善基準告示」の改正に向けた検討が進められた。 

令和４年３月、同専門委員会は改善基準告示の見直しの方向性として、バス・タクシー

運転者について、１日の拘束時間（使用者に拘束されている時間。労働時間及び休憩時間

をいう。）を原則13時間以内とすること（最長15時間まで延長可）、１日の休息時間（勤務

間インターバル）を最低９時間とすること（基本は11時間以上）を主な内容とする中間と

りまとめを公表し、４年９月には、トラック運転者についても同様の基準とすることとさ

れた。改善基準告示は上記の内容で４年12月に改正され、自動車運転者に係る時間外労働

の上限規制適用の猶予期間が終了する６年４月から適用されることとなった3。 

 

（３）物流の2024年問題 

物流業界は、働き方改革を進める一方、担い手不足と長時間労働が常態化している中で、

令和６（2024）年度からトラック運転者に時間外労働の上限規制が適用されることに伴い、

物流の停滞が懸念される、いわゆる「2024年問題」に直面しているとされている。対策を

講じなければ2024年度で輸送力は約14％、2030年度には約34％不足するとの推計もあり4、

働きやすい労働環境を実現し、担い手を確保するとともに、運転者の作業効率を向上させ

ることが喫緊の課題となっている。 

 

（４）物流革新に向けた政策パッケージ 

こうした背景から、令和５年３月、政府は、我が国の社会経済の変化に迅速に対応し、

荷主企業、物流事業者（運送業・倉庫業等）及び一般消費者が協力して我が国の物流を支

えるための環境整備について、政府一体となって総合的な検討を行うべく「我が国の物流

の革新に関する関係閣僚会議」を設置した。同年６月、同会議は「物流革新に向けた政策

 
2 「物流革新に向けた政策パッケージ」（令5.6.2我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）<https://w

ww.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/20231226_1.pdf>２頁 
3 厚生労働省「トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント」<https://www.mhlw.go.jp/content/2023

_Pamphlet_T.pdf> 
4 国土交通省「持続可能な物流の実現に向けた検討会最終取りまとめ」（令5.8.31）４頁<https://www.mlit.g

o.jp/seisakutokatsu/freight/content/001626756.pdf> 
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2 「物流革新に向けた政策パッケージ」（令5.6.2我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）<https://w

ww.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/20231226_1.pdf>２頁 
3 厚生労働省「トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント」<https://www.mhlw.go.jp/content/2023

_Pamphlet_T.pdf> 
4 国土交通省「持続可能な物流の実現に向けた検討会最終取りまとめ」（令5.8.31）４頁<https://www.mlit.g

o.jp/seisakutokatsu/freight/content/001626756.pdf> 

 

パッケージ」（以下「政策パッケージ」という。）を取りまとめた5。 

政策パッケージでは、①荷主・物流事業者間等の商慣行の見直し（規制的措置の導入等）、

②物流の効率化（ＤＸ・ＧＸの推進、中継輸送を含む物流拠点の整備・機能強化、ダブル

連結トラック6の導入促進等）、③荷主・消費者の意識改革・行動変容（再配達削減等）に係

る施策が示されるとともに、荷主企業・物流事業者間における物流負荷の軽減、物流産業

における多重下請構造の是正、荷主企業の経営者層の意識改革・行動変容等に向けた規制

的措置について、令和６年常会での法制化も含め、枠組みを整備するとされた。 

あわせて、軽トラックを利用した運送事業（貨物軽自動車運送事業）における事故件数

が近年増加傾向にあることから、軽トラック事業の適正運営や安全確保の必要性が示され

た。 

 

（５）物流革新緊急パッケージ 

政府は、令和５年６月に策定した政策パッケージについて、2024年が間近に迫る中、よ

りスピード感をもって実行するため、緊急的に取り組むべき対策を同年10月、「物流革新緊

急パッケージ」（以下「緊急パッケージ」という。）として取りまとめた。 

緊急パッケージでは、①物流の効率化、②荷主・消費者の行動変容、③商慣行の見直し

に関する施策が示された。 

①物流の効率化の取組としては、物流施設の自動化・機械化や運転者の労働負担の軽減

（テールゲートリフター7の導入強化等）等に取り組み、即効性のある設備投資や物流ＤＸ

を推進すること、また、鉄道や内航海運の輸送量を今後10年程度で倍増するなどモーダル

シフトを推進することとされた。②荷主・消費者の行動変容の取組としては、ポイント還

元を通じ、コンビニ受取や置き配、ゆとりある配送日時の指定など、消費者の行動変容を

促す仕組みの社会実装に向けた実証事業を実施し、再配達率の半減を目指すなどとされた。

③商慣行の見直しの取組としては、令和５年11月～12月の２か月間をトラックＧメン8によ

る「集中監視月間」とし、関係省庁と連携して、悪質な荷主に対する「要請」「勧告・公表」

を含む指導体制の強化等が示された。また、「標準的な運賃9」について、現下の物価動向

を反映するとともに、荷待ち・荷役の対価等を新たに加算する見直しを図ることとされた。

さらに、適正な運賃収受や賃上げを図るため、荷待ち・荷役時間の短縮や多重下請構造の

 
5 「物流革新に向けた政策パッケージ」（令5.6.2我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）<https://w

ww.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/20231226_1.pdf> 
6 大型トラックにトレーラーをつなげ、１台で２台分の輸送を可能とした車両のこと。 
7 トラックの荷台後部に装着された積卸し用の昇降装置のこと。 
8 トラック運送業界の不適正な商慣行を是正するため、令和５年７月に創設された。物流業界の適正な取引を

阻害する疑いのある荷主・元請事業者の監視を強化し、必要に応じて働きかけ・要請・勧告等を行うことと

している。６年１月には、要請後も長時間の荷待ち状態が改善されない荷主（１件）と過積載運行の指示等

を行った元請（１件）に対し勧告を行い、その旨を公表した。 
9 トラック事業者が自社の適正な運賃を算出するとともに、荷主との賃金交渉に当たっての参考指標とするた

め、国土交通省が定めるものであり、トラック事業の適正な原価に適正な利潤を加えたものを基準としてい

る。令和６年３月、運賃（平均８％増）・燃料費の引上げ、荷役作業ごとの対価の設定、多重下請構造是正の

ための下請手数料の設定、共同輸配送等を念頭にした個別運賃や速達の場合の割増料金の設定等を内容とす

る改正を行った。 
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是正等に係る規制的措置の導入に向け、ここでも令和６年常会での法制化に取り組んでい

くことが示された。 

 

（６）法律案の提出 

以上のような背景から、物流の効率化及び労働環境の整備を図り、持続可能な物流を実

現するため、大手の荷主企業、トラック運送事業者等に対し、荷待ち・荷役時間の短縮等

に向けた中長期計画の作成や取組状況の定期報告等を義務付けるとともに、荷主において

は物流統括管理者の選任を義務付けること、多重下請構造是正に向け、元請事業者に対し、

下請状況等を明らかにする実運送体制管理簿の作成を義務付けること等を主な内容とする

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改

正する法律案」（閣法第19号）が、令和６年２月13日、内閣から国会に提出された。 

 

２．法律案の概要 

（１）流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の改正 

ア 題名の改正 

  題名については、従来の「流通業務」よりも「物資の流通（物流）」という用語の方が

一般的とされることから、「物資の流通の効率化に関する法律」に改めることとしている。 

イ 基本理念に係る規定の新設 

持続可能な物流を実現するためには、ドライバーの作業効率の向上等が不可欠である。

そのため、改正後の物資の流通の効率化に関する法律（以下「新物効法」という。）では、

物流効率化のための取組の指針となる基本理念に係る規定を新設することとしている。

同法第２条において、物流効率化のための取組は、将来にわたって必要な物資が必要な

ときに確実に運送されること（第１号）、物資の生産者、物流の担い手等の関係者が連携

を図ることにより、取組の効果を一層高めること（第２号）、脱炭素社会の実現に寄与す

ること（第３号）を基本理念として行わなければならないこととしている。 

ウ 国の責務 

  国の責務を明確化することにより、物流の効率化に向けた取組を進めるため、新物効

法第３条では、国は、物流の効率化に関する総合的な施策を策定、実施する責務を有す

る旨を明記している。また、同第31条において、国は、運送・荷役（貨物の積込み・積

卸し等）等の効率化や貨物自動車への物資の過度な集中の是正（モーダルシフト）に関

する情報収集・分析等を行う（第１項）とともに、運転者への負荷の低減に資する施策

（再配達の削減等）について、広報活動等を通じて国民の理解と協力を求める（第２項）

よう努力義務を課すこととしている。 

エ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の業務の追加 

  現行法第20条の２第１項第１号において、流通業務総合効率化事業を推進するため、

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構10が行う業務の一つとして、同事業の実施

 
10 整備新幹線を始めとする鉄道や内航海運など、安全・安心で環境にやさしい交通ネットワークを整備するこ

とにより、国民の需要の高度化、多様化等に的確に対応した輸送体系の確立を図り、人々の生活向上と持続
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に必要な資金の貸付けを行うことが定められている。 

 新物効法第23条第１項第１号では、同機構が行う業務に、資金の出資を追加すること
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物流拠点整備や物流ＤＸ・ＧＸ等に資する事業を後押しする狙いがあるとされる。 

オ 定義（抜粋） 

  新物効法第30条第１項で規定している定義のうち、貨物自動車運送事業者等、第一種

荷主及び第二種荷主については図表のとおりである。 

 

図表 貨物自動車運送事業者等、第一種荷主及び第二種荷主の定義 

貨物自動車運送事業者等

（第６号） 

・貨物自動車運送事業者11（一般貨物自動車運送事業者、

特定貨物自動車運送事業者、貨物軽自動車運送事業者） 

・特定第二種貨物利用運送事業者（※） 

第一種荷主（第８号） 

・最初に貨物自動車運送事業者と運送契約を締結する者を

いう。貨物を送る荷主（発荷主）が運送契約を締結する

場合、発荷主が第一種荷主となる。 

第二種荷主（第９号） 

・自ら運送を委託したのではない貨物を運転者から受け取

る荷主（着荷主）をいう。発荷主が運送契約を締結する

場合、貨物を受け取る着荷主が第二種荷主となる。 

（出所）筆者作成 

 

※特定第二種貨物利用運送事業者について 

貨物利用運送事業者とは、自社で運送を行わず、他の自動車・船舶・航空・鉄道運送

事業者を利用して、有償で貨物の運送を行う事業者をいう。 

第二種貨物利用運送事業者とは、貨物利用運送事業者のうち、船舶・航空・鉄道運送

事業者を利用する場合に、併せて自動車運送事業者を利用し、荷主からの集貨、そこか

ら船舶等の発地となる港・空港・貨物駅までの運送及び着地となる港・空港・貨物駅か

ら目的地までのラストワンマイルの運送までを一貫して請け負う者をいう（第一種貨物

利用運送事業者とは、第二種貨物利用運送事業者以外の者をいう。）。第二種貨物利用運

送事業者のうち、自ら貨物の集配を行うことが認められた者を特定第二種貨物利用運送

事業者といい（現行の貨物自動車運送事業法第37条第３項）、貨物自動車運送事業者と同

様、実運送を行う。 

カ 基本方針 

 
可能な経済社会の発展に寄与することを目的に、平成15年10月に設立された。 

11 貨物自動車運送事業には一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車運送事業及び貨物軽自動車運送事業があ

り、特定貨物自動車運送事業とは、「特定の者の需要に応じ、有償で、自動車を使用して貨物を運送する事業」

をいい、貨物軽自動車運送事業とは、「他人の需要に応じ、有償で、自動車（３輪以上の軽自動車及び２輪の

自動車（バイク））を使用して貨物を運送する事業」をいう。一般貨物自動車運送事業とは、「他人の需要に

応じ、有償で、自動車を使用して貨物を運送する事業であって、特定貨物自動車運送事業以外のもの」をい

う（現行法第２条第１項～第４項）。 



立法と調査　2024.4　No.466
8

 

  運転者の負荷を低減し、働きやすい労働環境を実現するためには、運転者の作業効率

を向上させることが重要である。そのため、新物効法第33条第１項において、主務大臣

（国土交通大臣・経済産業大臣・農林水産大臣）は、貨物自動車運送役務の持続可能な

提供の確保に資する運転者の運送・荷役等の効率化の推進に関する基本方針を定めるこ

ととしている。同方針では、①意義・目標、②施策に関する事項、③貨物自動車運送事

業者・荷主等が講ずべき措置に関する事項、④配達等に係る運転者への負荷の低減に資

する事業者の活動に対する国民の理解の増進に関する事項、⑤その他運転者の運送・荷

役等の効率化の推進に関する必要事項が定められる（同条第２項）。 

キ 貨物自動車運送事業者等に係る措置 

  物流の効率化を図る方策の一つとして、運転者１人当たりの１回の運送ごとの積載率

（トラックの最大積載重量に対する実際に積載した貨物重量の比率）を向上することが

求められている。そのため、新物効法第34条では、貨物自動車運送事業者等に対し、雇

用する運転者の負荷の低減に資するよう、積載率の向上を図るため、輸送網の集約や配

送の共同化等の措置を講ずるよう努力義務を課すこととしている12。 

また、年度の輸送能力が一定以上の貨物自動車運送事業者等を、特に積載率の向上が

必要な者として国土交通大臣が指定する制度を設けることとし（新物効法第37条第１項）、

指定を受けた事業者を「特定貨物自動車運送事業者等」ということとしている（新物効

法第37条第２項）。 

一定規模以上の運送事業者が行う取組は、物流業界全体への影響・効果も大きいと見

込まれることから、特定貨物自動車運送事業者等は、積載率の向上に資する措置を講ず

るための中長期計画を作成し、定期的に国土交通大臣に提出することを義務付けること

とし（新物効法第38条）、実効性の担保を図っている。 

  加えて、新物効法第39条では、特定貨物自動車運送事業者等に対し、積載率向上のた

めに行った措置の状況について、毎年度、国土交通大臣に報告することを義務付けるこ

ととしている。 

さらに、当該措置の状況が、著しく不十分であると判断される場合、国土交通大臣は、

特定貨物自動車運送事業者等に対し、必要な措置をとるよう「勧告」を行い、なおもそ

れに従わない場合は、その旨を公表するとともに、従わなければ罰則を受ける「命令」

を行うことができることとしている（同第40条第１項～第３項）。 

ク 荷主に係る措置 

  荷主は、貨物の受渡しの日時、場所等を指示する立場にあり、運転者の荷待ち時間等

の短縮及び積載率の向上に大きな影響を持つこととなる。しかしながら現状は、運転者

に対し、運送以外の荷役作業（積卸し等）や附帯業務（荷造り・仕分け・ラベル貼り等）

を行わせたり、短いリードタイム（所要期間）での運送を強いたりする等の行為が行わ

 
12 国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者等が取り組む積載率向上のための措置の指針となるよう、当該措置

に関する貨物自動車運送事業者等の判断基準となるべき事項を定めることとしている（新物効法第35条第１

項）。その内容については、実施すべき措置の具体例等を示すことが想定される。 
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を行うことができることとしている（同第40条第１項～第３項）。 

ク 荷主に係る措置 
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を行わせたり、短いリードタイム（所要期間）での運送を強いたりする等の行為が行わ

 
12 国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者等が取り組む積載率向上のための措置の指針となるよう、当該措置

に関する貨物自動車運送事業者等の判断基準となるべき事項を定めることとしている（新物効法第35条第１

項）。その内容については、実施すべき措置の具体例等を示すことが想定される。 

 

れているとされる13。 

  こうした状況を踏まえ、新物効法第42条では、物流の効率化に向け、全ての荷主が取

り組むべき措置について定めている。 

新物効法第42条第１項では、第一種荷主（発荷主等）に対し、積載率向上のため適切

なリードタイムを設定すること14（第１号）、貨物の受渡日時を指定する際には、管理す

る施設等にトラックが同時に集中しないようにすること（第２号）、管理する施設等で運

転者に荷役等を行わせる場合はパレット15等、作業の効率化に資する機器を使用させる

など、荷役等の省力化を図る措置（第３号）を講ずるよう努めなければならないことと

している16。 

  新物効法第42条第４項では、第二種荷主（着荷主等）に対し、貨物の受渡日時を指示

する際には、管理する施設等にトラックが同時に集中しないようにすること（第１号）、

第一種荷主から適正なリードタイムの設定のため協議の申出があった場合、これに応じ

て協力すること（第２号）及び管理する施設等で運転者に貨物の品質・数量の検品等を

行わせる場合は、作業を省力化するための措置（第３号）を講ずるよう努めなければな

らないこととしている。 

  また、運送を委託した貨物又は運転者から受け渡した貨物等の年度の重量が一定以上

の荷主を、運転者の荷待ち時間等の短縮及び積載率向上に特に寄与する必要がある者と

して、荷主の事業を所管する大臣（以下「荷主事業所管大臣17」という。）が指定する制

度を設けることとし（新物効法第45条第１項、第５項）、指定を受けた荷主をそれぞれ「特

定第一種荷主」及び「特定第二種荷主」ということとしている（両者を総称して「特定

荷主」という。）。 

一定規模以上の荷主が行う取組は、物流業界全体への影響・効果も大きいと見込まれ

ることから、特定荷主に対し、運転者の荷待ち時間等の短縮及び積載率の向上を図る措

置を講ずるための中長期計画を作成し、定期的に荷主事業所管大臣に提出することを義

務付けることとし（新物効法第46条）、実効性の担保を図っている。 

加えて、新物効法第48条では、特定荷主に対し、運転者の荷待ち時間等の短縮及び積

載率向上のために行った措置の状況について、毎年度、荷主事業所管大臣に報告するこ

とを義務付けることとしている。 

  さらに、当該取組が、新物効法第43条の基準に照らして著しく不十分であると判断さ

 
13 前掲脚注２ 
14 納品のリードタイムを１日と指定していたところを１週間に延長した場合、その間に集荷された貨物も搭載

することができ、積載率の向上が図られる。 
15 荷物を単位数量にまとめて載せる台のこと。フォークリフトで荷物をまとめて移動や積卸し等の作業を行う

ことができ、手作業よりも効率的で作業負担が軽減できる。ただし、寸法が不統一であると、フォークリフ

トに合わず共同利用ができない、コンテナ内のスペースを効率よく利用できないケースがあるとされる。 
16 荷主事業所管大臣は、荷主が取り組む荷待ち・荷役時間の短縮等の措置の指針となるよう、当該措置に関す

る荷主の判断基準となるべき事項を定めることとしている（新物効法第43条第１項）。その内容は、パレット

の活用、トラックの受取予約システムの構築等といった実施すべき措置の具体例等を示すことが想定されて

いる。 
17 自動車・小売業等であれば経済産業大臣、食品製造業等であれば農林水産大臣、酒・たばこ業等であれば財

務大臣、建設業・造船業等であれば国土交通大臣などが想定される。 
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れる場合、荷主事業所管大臣は、特定荷主に対し、必要な措置をとるよう「勧告」を行

い、なおもそれに従わない場合は、その旨を公表するとともに、従わなければ罰則を受

ける「命令」を行うことができることとしている（同第49条第１項～第３項）。 

一方、運転者の荷待ち時間等の短縮及び積載率の向上を効果的に促進するためには、

荷主企業における貨物運送部門のみならず、調達・生産・保管・販売部門等との調整が

必要である。そのため、新物効法第47条第１項及び第３項では、特定荷主に対し、自社

における物流全体を統括管理する者として「物流統括管理者」の選任及び荷主事業所管

大臣への届出を義務付けることとしている。 

  物流統括管理者の役割として、①中長期計画（新物効法第46条）の作成、②運転者の

負荷を低減する（運転者の荷待ち時間の短縮、積載率の向上等）ために実施する事業の

運営方針の作成、③物資輸送における貨物自動車への過度の集中を是正するために実施

する事業（モーダルシフト）の運営方針の作成、④②③に係る事業の管理体制の整備に

関する業務等を、統括管理することが定められている（同第47条第１項第１号～第３号）。   

物流統括管理者は、各部門を統括する立場にある者である必要があることから、新物

効法第47条第２項において、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある者を

充てなければならないこととしており、役員等の経営者層に当たる者が想定されている。

これにより、当該荷主企業の貨物運送部門のみでは困難であった、他部門との調整等の

円滑化や、組織全体を視野に入れた効率化の進展が期待される。 

なお、倉庫業者等の貨物自動車関連事業者や連鎖化事業者（フランチャイズ本部）に

ついても同様に、物流の効率化に資する取組の努力義務が課され、このうち一定規模以

上の事業者は中長期計画の作成、国土交通大臣又は連鎖化事業所管大臣への取組状況の

報告等の義務を、連鎖化事業者については、これらに加え中長期計画の作成等を統括管

理する「物流統括管理者」を選任する義務を負うこととしている（新物効法第52条～第

59条、同第61条～第69条）。 

ケ 罰則（主なもの） 

  特定貨物自動車運送事業者等、特定荷主、特定倉庫業者及び特定連鎖化事業者が、努

力義務とされた運転者の荷待ち時間等の短縮、積載率の向上に資する取組を行うよう命

令されたにもかかわらず、これに従わなかった場合、また、特定荷主等が、物流統括管

理者の選任義務に違反した場合、100万円以下の罰金に処することとしている（新物効法

第75条第１号、第２号）。 

  特定貨物自動車運送事業者等及び特定荷主等の指定に係る要件を満たすにもかかわら

ず、その届出をせず、又は虚偽の届出をした者、中長期計画を提出しなかった者、毎年

度の物流効率化に資する取組状況の報告をせず、又は虚偽の報告をした者などは、50万

円以下の罰金に処することとしている（新物効法第76条第１号～第４号）。 

 

（２）貨物自動車運送事業法の改正 

ア 書面の交付 

 荷主から貨物自動車運送事業者に運送を委託する際、口頭のみで合意をし、契約書面
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れる場合、荷主事業所管大臣は、特定荷主に対し、必要な措置をとるよう「勧告」を行

い、なおもそれに従わない場合は、その旨を公表するとともに、従わなければ罰則を受

ける「命令」を行うことができることとしている（同第49条第１項～第３項）。 

一方、運転者の荷待ち時間等の短縮及び積載率の向上を効果的に促進するためには、

荷主企業における貨物運送部門のみならず、調達・生産・保管・販売部門等との調整が

必要である。そのため、新物効法第47条第１項及び第３項では、特定荷主に対し、自社

における物流全体を統括管理する者として「物流統括管理者」の選任及び荷主事業所管

大臣への届出を義務付けることとしている。 

  物流統括管理者の役割として、①中長期計画（新物効法第46条）の作成、②運転者の

負荷を低減する（運転者の荷待ち時間の短縮、積載率の向上等）ために実施する事業の

運営方針の作成、③物資輸送における貨物自動車への過度の集中を是正するために実施

する事業（モーダルシフト）の運営方針の作成、④②③に係る事業の管理体制の整備に

関する業務等を、統括管理することが定められている（同第47条第１項第１号～第３号）。   

物流統括管理者は、各部門を統括する立場にある者である必要があることから、新物

効法第47条第２項において、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある者を

充てなければならないこととしており、役員等の経営者層に当たる者が想定されている。

これにより、当該荷主企業の貨物運送部門のみでは困難であった、他部門との調整等の

円滑化や、組織全体を視野に入れた効率化の進展が期待される。 

なお、倉庫業者等の貨物自動車関連事業者や連鎖化事業者（フランチャイズ本部）に

ついても同様に、物流の効率化に資する取組の努力義務が課され、このうち一定規模以

上の事業者は中長期計画の作成、国土交通大臣又は連鎖化事業所管大臣への取組状況の

報告等の義務を、連鎖化事業者については、これらに加え中長期計画の作成等を統括管

理する「物流統括管理者」を選任する義務を負うこととしている（新物効法第52条～第

59条、同第61条～第69条）。 

ケ 罰則（主なもの） 

  特定貨物自動車運送事業者等、特定荷主、特定倉庫業者及び特定連鎖化事業者が、努

力義務とされた運転者の荷待ち時間等の短縮、積載率の向上に資する取組を行うよう命

令されたにもかかわらず、これに従わなかった場合、また、特定荷主等が、物流統括管

理者の選任義務に違反した場合、100万円以下の罰金に処することとしている（新物効法

第75条第１号、第２号）。 

  特定貨物自動車運送事業者等及び特定荷主等の指定に係る要件を満たすにもかかわら

ず、その届出をせず、又は虚偽の届出をした者、中長期計画を提出しなかった者、毎年

度の物流効率化に資する取組状況の報告をせず、又は虚偽の報告をした者などは、50万

円以下の罰金に処することとしている（新物効法第76条第１号～第４号）。 

 

（２）貨物自動車運送事業法の改正 

ア 書面の交付 

 荷主から貨物自動車運送事業者に運送を委託する際、口頭のみで合意をし、契約書面

 

の作成、交付が行われていない事例が存在するとともに、書面化されたとしても、附帯

業務の内容やその料金、必要な燃料費等については書面化されていない事例が存在する

とされている18。例えば、附帯業務の実施、料金等の扱いが不明確であることによって、

実運送事業者が業務量に見合った適正な運賃・料金を収受できていないという問題があ

るほか、着荷主先で、運送契約に含まれない附帯業務を強いられた場合であっても、ト

ラック運転者は運送契約に含まれているのか否かを判別できず、断ることができないと

いう問題があるとされる。 

 適正な運賃の収受は、運転者の収入確保、事業者の持続的な経営等を図る上で非常に

重要であることから、本法律案による改正後の貨物自動車運送事業法（以下「新貨物事

業法」という。）第12条第１項では、真荷主19及び一般貨物自動車運送事業者は、運送契

約を締結する際、①運送の役務の内容及びその対価、②契約に附帯業務が含まれる場合

はその内容及び対価等について記載した書面を相互に交付しなければならないこととし

ている。 

なお、書面に代えて、契約の相手方の承諾を得てメール等の電磁的方法を使用するこ

ともできることとしている（新貨物事業法第12条第３項）。 

イ 下請運送事業者の運営に係る健全化措置 

貨物自動車運送事業においては、多重下請構造が深刻化しており、下請となる者が多

くなればなるほど、マージンが引かれることから受注額は減少し、実運送を担う事業者

の運賃が削られている現状があるとされる。トラック運転者の所得額が全産業と比較し

て低いことには、こうした商慣行が影響しているとされている。 

こうした背景から、下請に出す行為（以下「下請行為」という。）を適正に行うため、

新貨物事業法第24条第１項では、荷主から運送を委託された一般貨物自動車運送事業者

は、引き受けた貨物の運送を下請に出す場合、下請運送事業者に係る運送事業の健全な

運営の確保に資するための措置（以下「健全化措置」という。）を講ずるよう努めなけれ

ばならないこととしている。 

具体的な内容としては、①下請の貨物自動車運送事業者が行う運送費用の概算額をあ

らかじめ把握し、その額を勘案して委託の申込みをすること、②荷主から提示された運

賃等が①の概算額を下回る場合は、荷主に対し交渉を申し出ること、③下請事業者に対

し、全体として２次下請けまでに制限するなどの条件を付すこと等が定められている（新

貨物事業法第24条第１項第１号～第４号）。 

新貨物事業法第12条で真荷主と一般貨物自動車運送事業者が運送契約を締結する際の

書面の相互の交付が義務付けられるところ、同第24条第２項では、一般貨物自動車運送

事業者に対し、自ら引き受けた貨物運送を下請（再下請）に出す際は、①運送の役務の

内容及びその対価、②契約に附帯業務が含まれる場合はその内容及び対価等について記

 
18 経済産業省・国土交通省・農林水産省「トラック輸送における多重下請構造についての実態把握調査に係る

調査結果」（令5.4.27）７頁<https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/content/001603960.pdf> 
19 自らの事業に関して貨物自動車運送事業者と運送契約を締結して運送を委託する者で、貨物自動車運送事業

者以外のものをいう。貨物運送において最初に一般貨物自動車運送事業者と運送契約を締結する荷主が該当。 
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載した書面を相手方に交付しなければならないこととしている。 

なお、書面に代えて、契約の相手方の承諾を得てメール等の電磁的方法を使用するこ

ともできることとしている（新貨物事業法第24条第３項）。 

ウ 特別一般貨物自動車運送事業者 

 下請に出す輸送重量が多い運送事業者が多重下請構造の是正のために行う取組は、物

流業界全体への影響・効果も大きいと見込まれることから、新貨物事業法第24条の２第

１項では、下請行為を行う一般貨物自動車運送事業者のうち、下請に出す輸送重量が一

定以上の者を「特別一般貨物自動車運送事業者」と位置付け、健全化措置の実施に関す

る規程（運送利用管理規程）を定め、遅滞なく国土交通大臣に届け出ることを義務付け

ることとしている。運送利用管理規程には、①健全化措置を実施するための事業の運営

方針、②健全化措置の内容、③健全化措置等の管理体制、④運送利用管理者（後述）の

選任に関する事項を定めることとしている（新貨物事業法第24条の２第２項）。 

 下請行為の適正化を図るための措置は、運送会社における事業方針にも関わる事項で

あることから、新貨物事業法第24条の３第１項及び第３項において、健全化措置の実施

及びその管理体制を確保するため、特別一般貨物自動車運送事業者に対し、事業運営上

の重要な決定に参画する管理的地位にある者の中から「運送利用管理者」を１人選任す

るとともに、その者の氏名・役職を遅滞なく国土交通大臣に届け出ることを義務付ける

こととしている。 

 運送利用管理者が行う職務として、新貨物事業法第24条の３第２項では、①健全化措

置を実施するための事業の運営方針の決定、②健全化措置の実施及びその管理体制の整

備、③実運送体制管理簿（後述）を作成する場合の作成事務の監督について定めること

としている。 

エ 実運送体制管理簿の作成等 

 貨物自動車運送事業においては、多くの事業者が、下請の貨物自動車運送事業者を利

用しているとされる20。多重下請になるほど、実運送事業者の収受する金額が減少する現

状があるところ、どの運送事業者が実運送を行っているのか、下請構造の状況が把握で

きなければ、真荷主や元請運送事業者も適正な運賃が行き渡っているのか判断できず、

加えて、作業指示も届きにくい等の問題があるとされる。 

 このことから、運送体制の明確化を図るため、新貨物事業法第24条の５第１項では、

一般貨物自動車運送事業者は、真荷主から一定重量以上の貨物運送を引き受け、下請を

利用した場合、真荷主から委託された運送ごとに、①実運送事業者の名称等、②実運送

を行う貨物の内容及び区間、③実運送事業者の請負階層等を記載した「実運送体制管理

簿」を作成し、１年間営業所に備え置かなければならないこととしている。 

 元請事業者が実運送体制管理簿を作成するには、最終的に実運送事業者の情報が元請

事業者に伝達される必要があることから、 

①元請事業者は、下請事業者に対し、元請事業者の連絡先や真荷主の名称等（元請連絡

 
20 前掲脚注18 ４頁 
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載した書面を相手方に交付しなければならないこととしている。 

なお、書面に代えて、契約の相手方の承諾を得てメール等の電磁的方法を使用するこ

ともできることとしている（新貨物事業法第24条第３項）。 

ウ 特別一般貨物自動車運送事業者 

 下請に出す輸送重量が多い運送事業者が多重下請構造の是正のために行う取組は、物

流業界全体への影響・効果も大きいと見込まれることから、新貨物事業法第24条の２第

１項では、下請行為を行う一般貨物自動車運送事業者のうち、下請に出す輸送重量が一

定以上の者を「特別一般貨物自動車運送事業者」と位置付け、健全化措置の実施に関す

る規程（運送利用管理規程）を定め、遅滞なく国土交通大臣に届け出ることを義務付け

ることとしている。運送利用管理規程には、①健全化措置を実施するための事業の運営
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 このことから、運送体制の明確化を図るため、新貨物事業法第24条の５第１項では、

一般貨物自動車運送事業者は、真荷主から一定重量以上の貨物運送を引き受け、下請を

利用した場合、真荷主から委託された運送ごとに、①実運送事業者の名称等、②実運送

を行う貨物の内容及び区間、③実運送事業者の請負階層等を記載した「実運送体制管理

簿」を作成し、１年間営業所に備え置かなければならないこととしている。 

 元請事業者が実運送体制管理簿を作成するには、最終的に実運送事業者の情報が元請

事業者に伝達される必要があることから、 

①元請事業者は、下請事業者に対し、元請事業者の連絡先や真荷主の名称等（元請連絡

 
20 前掲脚注18 ４頁 

 

事項）を通知すること（新貨物事業法第24条の５第３項）、 

②下請事業者が更に運送を下請に出した場合は、再下請事業者に対し、元請連絡事項や

当該再下請事業者が何次下請に該当するか等を通知すること（同第４項）、 

③実運送事業者は、元請事業者に対し、実運送体制管理簿への掲載に必要な情報（実運

送事業者の名称等、実運送を行う貨物の内容及び区間、実運送事業者の請負階層等）

を通知すること（同第５項） 

が義務付けられることとしている。 

オ 貨物軽自動車運送事業者 

 軽自動車等を使用して運送を行う貨物軽自動車運送事業においては、死亡・重傷事故 

の件数がここ６年で倍増している21。 

一方、現行法において、一般貨物自動車運送事業者については適用されている①国土 

交通大臣による輸送の安全に係る命令（現行法の貨物自動車運送事業法第23条）、②事故

報告（一定の重大事故を起こした際、国土交通大臣に事故の概要等を報告する義務）（同

第24条）、③国土交通大臣による①②に係る措置の公表（同第24条の２）等の規定が、貨

物軽自動車運送事業者には適用されていない。 

また、貨物軽自動車運送事業者の実態として、適切な運行管理の実施や拘束時間の規 

制等が必ずしも遵守されていない等の状況があるとされ22、運行の安全に係る知識の習

得機会の確保が課題とされる。 

こうした背景から、新貨物事業法第36条第２項では、貨物軽自動車運送事業者につい 

ても、国土交通大臣による輸送の安全に係る命令及び事故報告の義務並びにこれらが実

施された場合の公表、輸送の安全（過労運転防止措置、過積載運送の防止等）に係る義

務等に加え、前述の契約書面の交付（同第12条）、元請連絡事項の通知義務（同第24条の

５第４項）の規定を準用することとしている。 

あわせて、新貨物事業法第36条の２第１項では、貨物軽自動車運送事業者に対し、貨 

物軽自動車運送事業を行うための届出をした後、速やかに、営業所ごとに、事業用自動

車の運行の安全の確保に関する業務を行わせるため、以下に該当する者のうちから、貨

物軽自動車安全管理者１人を選任しなければならないこととしている。 

①貨物軽自動車安全管理者講習を選任の日前２年以内に修了した者（同第36条の２第１

項第１号） 

②貨物軽自動車安全管理者講習を修了し、かつ貨物軽自動車安全管理者定期講習（後述）

を選任日前２年以内に修了した者 （同第２号） 

③当該貨物軽自動車運送事業者が一般貨物自動車運送事業又は特定貨物自動車運送事業

を経営する場合において、運行管理者（運行の安全、従業員への指導・監督等を行う

者）として選任されている者（同第３号） 

ただし、貨物軽自動車安全管理者の選任が義務付けられるのは、４輪以上の軽自動車 

 
21 国土交通省貨物軽自動車運送事業適正化協議会（第３回）（令5.12.26）資料１ ２頁 
22 国土交通省「貨物軽自動車運送事業の実態調査結果」<https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/0017157

26.pdf> 
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を使用する事業者とし、バイク便事業者等には適用されない。 

また、選任後も貨物軽自動車運送事業者は、２年以内において国土交通省令で定める 

期間ごとに、 貨物軽自動車安全管理者に対して、貨物軽自動車安全管理者定期講習を受

けさせなければならないこととしている（新貨物事業法第36条の２第３項）。 

カ 罰則（主なもの） 

新貨物事業法第24条の２の規定による運送利用管理規程の届出義務に違反した者（同

管理規程によらずに事業を行った場合を含む。）、同第24条の３の規定による運送利用管

理者の選任及び届出義務に違反した者、同第36条の２第１項及び第２項の規定による貨

物軽自動車安全管理者の選任及び届出義務に違反した者等は、100万円以下の罰金に処

することとしている（同第75条第６号～第８号）。 

 

（３）施行日  

本法律案は、原則、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行することとしている（附則第１条柱書）。国による基本方針（新物効法第33条第

１項）や判断基準（同第35条第１項、第43条第１項）の策定等に一定の期間が必要である

こと、事業者への十分な周知期間を確保する必要があることが理由とされる。 

新物効法第23条第１項第１号の独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う業

務に出資を追加する規定は、公布の日から１月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行することとしている（附則第１条第２号）。 

新物効法第38条及び第39条等の特定貨物自動車運送事業者等、特定荷主、特定倉庫業者

及び特定連鎖化事業者の中長期計画の作成、関係大臣への定期報告等に関する規定は、公

布の日から２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとしている

（附則第１条第５号）。 

 

３．想定される主な論点  

（１）法改正のタイミング 

2024年問題に対応し、持続可能な物流を実現するため、新貨物事業法では、実運送体制

管理簿の作成義務や附帯業務等を含めた業務内容・対価等の記載された書面の交付義務等

の規定を設け、新物効法では、物流の効率化（荷待ち時間等の短縮、積載率の向上等）に

資する取組の中長期計画の作成等の規定を設けることとしている。しかしながら、これら

の規定は施行までに期間があり23、直ちに実行されるわけではない。政府としては、政策

パッケージや緊急パッケージを定めるなどの措置を講じているものの、既に2024年度に入

り時間外労働規制の適用が開始され、対策を講じなければ2024年度で輸送力は約14％不足

すると試算されているにもかかわらず、施行が先送りになってしまうことが適切であるの

 
23 実運送体制管理簿の作成義務や附帯業務等を含めた業務内容・対価等の記載された書面の交付義務等の規定

の施行は、公布の日から１年を超えない範囲内で政令で定める日、物流の効率化に資する取組の中長期計画

の作成等の規定の施行は、公布の日から２年を超えない範囲内で政令で定める日とされている（附則第１条

柱書、第５号）。 
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及び特定連鎖化事業者の中長期計画の作成、関係大臣への定期報告等に関する規定は、公

布の日から２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとしている

（附則第１条第５号）。 

 

３．想定される主な論点  

（１）法改正のタイミング 

2024年問題に対応し、持続可能な物流を実現するため、新貨物事業法では、実運送体制

管理簿の作成義務や附帯業務等を含めた業務内容・対価等の記載された書面の交付義務等

の規定を設け、新物効法では、物流の効率化（荷待ち時間等の短縮、積載率の向上等）に

資する取組の中長期計画の作成等の規定を設けることとしている。しかしながら、これら

の規定は施行までに期間があり23、直ちに実行されるわけではない。政府としては、政策

パッケージや緊急パッケージを定めるなどの措置を講じているものの、既に2024年度に入

り時間外労働規制の適用が開始され、対策を講じなければ2024年度で輸送力は約14％不足

すると試算されているにもかかわらず、施行が先送りになってしまうことが適切であるの

 
23 実運送体制管理簿の作成義務や附帯業務等を含めた業務内容・対価等の記載された書面の交付義務等の規定

の施行は、公布の日から１年を超えない範囲内で政令で定める日、物流の効率化に資する取組の中長期計画

の作成等の規定の施行は、公布の日から２年を超えない範囲内で政令で定める日とされている（附則第１条

柱書、第５号）。 

 

か。2024年度に合わせた施行となるよう、先行して法改正を行うことができなかったのだ

ろうかと考える。 

 

（２）特定事業者の基準 

新物効法では、一定規模以上の貨物自動車運送事業者や荷主等に対し、特定事業者とし

て、物流の効率化のための中長期計画の作成や国土交通大臣に対する取組状況の報告等を

義務付け、取組が不十分である場合には勧告・命令の処分を行うこととしている。各種の

義務を負う特定事業者に該当するか否かの基準について、貨物量全体の約半分を担う事業

者が規制の対象となる旨の報道24はあるものの、必ずしも明確ではない。仮に本法律案が成

立した場合、該当する事業者の準備を促すためにも、国はどの程度の規模とするのかを早

期に明らかにすることが必要であると考える。 

また、仮に貨物量全体の約半分を担う事業者を対象とする場合、当該基準によって、業

界全体に法律の効果が行き渡るのかについても不断の検証が求められる。 

 

（３）中長期計画の作成等に係る支援 

本法律案が成立した場合、物流の効率化に向けた中長期計画の作成等が、対象となる事

業者にとって過度な負担とならないよう、また、法施行に合わせて計画が完成、実行され

るよう、国はガイドラインを策定するなど、対策を講ずることが必要であると考えられる。 

 

（４）消費者の行動変容 

先の政策パッケージ等において、荷主・消費者の行動変容の必要性について提言がなさ

れた。これを受け、新物効法では荷主に対する各種の規制的措置が盛り込まれているとこ

ろであるが、消費者に関する明確な規定は見当たらない。近年、電子商取引市場の拡大に

伴い、宅配便の取扱実績が激増している25ことから、最終的な着荷主ともいえる消費者につ

いて、法規制は難しいとしても、例えば、理念規定として消費者の行動変容に関する条項

を設けるなど、消費者のあるべき姿を示す必要があるのではないか26。 

 

（５）物流効率化の検証方法 

国は、物流事業者による荷待ち時間や荷役時間の短縮等に係る取組の効果をどのように

把握するのかが課題となる。事業者が提供する情報のみを基に評価をすることの妥当性や、

国による外部の視点に立った検証の実施について検討すべきではないか。 

物流事業者も、どの程度の効果が出たのかを把握し、国がどのような評価をしているの

かが分からなければ、その後の方針を立てる上で支障が出ると思われる。国と事業者は互

 
24『毎日新聞』（令6.2.14） 
25 国土交通省「令和４年度宅配便等取扱個数の調査及び集計方法」<https://www.mlit.go.jp/report/press/

content/001625915.pdf> 
26 消費者に関する規定として、「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元年法律第19号）第６条「消費者

は、食品ロスの削減の重要性についての理解と関心を深めるとともに、食品の購入又は調理の方法を改善す

ること等により食品ロスの削減について自主的に取り組むよう努めるものとする。」の例がある。 
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いに連携を強化し、物流効率化に係る状況把握や検証方法、情報交換等に係るスキームを

確立する必要があると考える。 

 

（６）健全化措置の実効性の担保 

多重下請構造是正のため、新貨物事業法では、元請事業者に対し、健全化措置を講ずる

よう努力義務を課すこととしている。同法では、元請事業者が下請に出す場合、最終的に

下請階層が３次以下とならないよう条件を付すことが例として挙げられているが、努力義

務であるため、実効性の担保がなければ形骸化してしまう。規定を設けるだけで終わらず、

実効性を確保し、真に多重下請構造の弊害を是正するための方策が求められる。 

 

（７）貨物軽自動車運送事業者に対する規制の周知 

新貨物事業法では、貨物軽自動車運送事業者に対し、事故報告や貨物軽自動車安全管理

者選任の義務化など、安全に関する規制を課すこととしている。本法律案が成立した場合、

個人事業主が多いとされる貨物軽自動車運送事業者について、全ての事業者に新制度が周

知徹底されるとともに、国による実効性確保のための対応が必要であろう。 

あわせて、国は、これまでも義務化されていたアルコールチェックや運転者の体調管理、

車両点検等の実施に対する監督を強化し、更なる安全性の確保を図る必要がある。 

 

（８）貨物軽自動車安全管理者の要件と講習内容の充実 

一般貨物自動車運送事業者には、事業用自動車の運行の安全の確保に関する業務を行わ

せるため、運行管理者を選任する義務がある。運行管理者は、運行管理者試験の合格又は

一定の実務経験等のあることが条件となっている（現行の貨物自動車運送事業法第19条第

１項）が、新貨物事業法で貨物軽自動車運送事業者に義務付けられる貨物軽自動車安全管

理者は、貨物軽自動車安全管理者講習の修了のみで選任が可能となる（新貨物事業法第36

条の２第１項第１号、第２号）。両管理者の要件のバランスは適切か、貨物軽自動車安全管

理者講習の内容が運行管理者の知識と同等に引き上げられる内容となるのか、さらに、バ

イク便事業者には貨物軽自動車安全管理者の選任義務が課されないことの妥当性などが課

題となる。 

本法律案には、施行から５年後、施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要な措置を

講ずる旨の規定が設けられている（附則第８条）。持続可能な物流を実現するため、国は、

現場でどのような効果が生まれたか、あるいは期待どおりに機能していない点がないかな

ど、業界と連携し、今後も実態把握や必要に応じた制度の改善に努めることが求められる。 

 

（おおたに ともひさ） 


